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Ⅳ 新技術の紹介について

1 メッシュ農業気象データを用いた水稲冷害対策判断支援システム（平成31年指導参考事項）

⑴ 担当機関・部・グループ：北農研・生産環境研究領域・寒地気候変動Ｇ、上川農試・
研究部・生産環境Ｇ

⑵ 研究の目的：現行品種に対応した発育予測モデル・不稔歩合予測モデルを開発すると
ともに、予報値を含むメッシュ農業気象データを活用した冷害対策判断支援情報を提供する
システムを開発する。

⑶ 成果の要約：道内主要品種の早晩性を
反映する発育予測モデルと不稔歩合予測モデ
ルを作成し、両モデルとメッシュ気象データ
を用いた水稲冷害対策判断支援システムを開
発した。同システムは、冷害対策として深水
管理開始時期と目標水深および不稔歩合予測
情報が表示され、Web上の栽培管理支援シ
ステムから利用できる。

⑷ 成果概要：
ア 発育予測モデルによる各品種の幼穂形成
期の推定誤差（ＲＭＳＥ）は、2．9～3．1日
で、9品種平均3．0日だった（データ省略）。
出穂期の推定誤差（ＲＭＳＥ）は2．2～3．3
日、9品種平均で2．8日であり（表1）、か
つ「きらら397」のデータを用いて他品種
のパラメータ作成用データを補完してパラ
メータを作成することにより、品種の早晩
の順位を実測通りに再現できた（表1）。
イ 不稔歩合予測モデルは、危険期の耐冷性
への前歴期の温度影響を反映することで、
不稔歩合0～20％での推定精度が向上した。
また、10％以上の不稔発生の見逃し率は、
「きらら397」では従来方式40．8％に対し
て15．8％まで低下し、主要7品種込みで16
～35％であった（表2）。

表1 各品種の発育予測モデルによる出穂期推定精度

※1989年～2015年の上川農試、中央農試、道南農試
定期作況データおよび2012年～2015年の北農研独自
調査データにてパラメータを求めた発育予測モデル
を、1985年～2015年の上川農試、中央農試（岩見沢
市と滝川市）、道南農試、北見農試、北農研の奨決基
本データで検証した。※※上記の定期作況データと
奨決基本データを合わせての値

表2 不稔歩合予測モデルの推定精度および見逃し率

不稔歩合予測モデルの作成には表1と同じ定期作
況データを用い、検証には表1と同じ奨決基本調査
データを用いた。「きたあおば」「たちじょうぶ」の
不稔歩合予測モデルは「きらら397」のパラメータを
使用し、不稔歩合データが少ないためここでは表記
していない。＊ピアソンの積率相関係数Ｒ。＊＊実
測の不稔歩合0～20％における推定誤差、括弧内の
数値はデータ数ｎ。＊＊＊平成9年度指導参考事項
「水稲の発育ステージおよび不稔歩合の推定法」より
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※用語説明：不稔発生の「見逃
し」：実際にはある
閾値以上の不稔が発
生したにも関わらず、
不稔歩合推定値がそ
の閾値を下回ること。

ウ 任意の地点について品種・移植
日・苗葉令（苗種類、葉令は不完
全葉を含む）等、耕種概要の入力
値に対応した発育予測、冷害警戒
情報や深水管理の目安などの冷害
対策判断支援情報をWeb上で表
示するシステムを作成し、栽培管
理支援システムに搭載した。なお、
耕種概要を任意に入力し作付け計
画にも利用できる。
エ 栽培管理支援システムでは、登
録した地点の各作付けについて、
日々自動更新される日平均気温の
経過と予報値、予測される生育期
節およびそれに基づく深水管理の
目安をグラフで表示する。「警戒
情報」は発育状況と深水管理の目
安についてのコメントを提示し、
また、不稔歩合推定値に基づく
「予想される低温不稔の程度」を
表示する（図1）。
オ 2017～2018年の検証における幼穂形成期および出穂期の推定誤差は概ね想定（約3
日）の範囲内であった。「予想される低温不稔の程度」は、いずれも「平年並み」（10％
未満）と推定され、不稔歩合の実測値は概ね10％以下であった（表3）。

⑸ 成果の活用策：
ア 道内の水稲生産者、農業関連機関（行政、指導・普及、研究、ＪＡ等）を対象とし、水
稲の栽培管理や、冷害対策としての水管理を主とした判断支援情報として活用する。
イ 栽培管理支援システムは2021年3月まで公開予定であり、利用希望者は栽培管理支援シ
ステムHP（https : //agmis.naro.go.jp/）から申請する。

表3 システムの検証結果

注1：差の太字は発育予測モデル作成時の誤差範囲（約3
日）内のデータ

注2：予想される低温不稔の程度は平年並み（10％未満）、
やや高い（10％以上20％未満）、高い（20％以上30％
未満）、かなり高い（30％以上）の4区分。

図1 冷害対策判断支援システムにおける情報提供画面の例
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2 「苗箱数削減のための高密度播種中苗によるマット苗移植栽培」（平成31年指導参考事項）

⑴ 担当機関・部・グループ：中央農試・生産研究部・水田農業Ｇ
⑵ 研究の目的：水稲移植栽培において苗箱数削減が期待できる高密度播種を利用した栽
培技術を検討する。
⑶ 成果の要約：播種量を400㎖（中苗箱マットの2倍程度）、植物成長調整剤（育苗時の
徒長防止）を施用し、追肥窒素量を4ｇ／箱とする高密度播種した密播中苗（30～35日育
苗）は慣行中苗（播種量200㎖、追肥窒素量2ｇ／箱）に比べ葉齢と乾物重がやや劣るが、
移植後の生育や出穂期ならびに収量・品質がほぼ同等であった。栽植密度25本／㎡での苗箱
数を慣行中苗の28箱／10ａから約18箱／10ａに削減できる。また、既存の移植機でも対応で
きる。

⑷ 成果概要：
ア 播種量400㎖／箱とした高密度播種苗は、移植機のかきとり量をほぼ最小の横送り26回
×縦取り9㎜まで減らしても、植付け本数が4．6本／株と適正で、0～1本株率が3％に
収まった（表4）。

表4 異なるは種量の苗に対する移植期のかき取り量設定と植え付け本数

注）市販の市販のマット苗移植機（北海道仕様、標準植付け爪、横送り回数3水
準（18、20、26回）、縦取り量10水準（8～17㎜））を利用した。

イ 植物成長調整剤を処理し、播種量を400㎖
／箱とした高密度播種苗は慣行の追肥窒素量
では窒素含有率が低く、中苗の栄養診断基準
値（4．0～4．5％）を下回った。これに対し、
追肥窒素量を4ｇ／箱（1回当たり2ｇ／
箱）と増肥した苗（以下、密播中苗と略す）
は同基準値を満たした（表5）
ウ 密播中苗は慣行中苗に比べ葉齢ならびに乾
物重が少なく推移した一方で、苗長が慣行中
苗と同等かやや長い傾向であった。密播中苗
は培土や品種による変動があるものの、徒長
に留意した育苗管理と植物成長調整剤の施用
によって苗長抑制に努める必要があると判断

図2 平均気温積算と苗長の関係
注1）「ななつぼし」を供試した2017～2018年の育苗試

験である。
注2）慣行中苗は播種量200㎖、追肥窒素量2ｇ／箱と

した。密播中苗は植物成長調整剤を施用し、播種
量400㎖、追肥窒素量4ｇ／箱とした。ハウス内
出芽による育苗。平均気温積算は育苗箱10㎝高の
気温より算出した。
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できた。
エ 密播中苗は慣行中苗と同じく30～35日を目安に、育苗日数を十分にとることで、葉齢や
乾物重が慣行中苗に比べやや劣る傾向であるものの、一定の実用性がある苗形質が得られ
た（表2）。
オ 密播中苗は移植時における作業上の問題が認められず、25本／㎡条件での使用苗箱数が
18箱／10ａであった。この苗箱数は慣行中苗の64％であり、密播中苗は苗箱数削減による
省力性を有した。
カ 密播中苗の移植後の生育は6月中旬や幼穂形成期の草丈が慣行中苗に比べわずかに小さ
いものの、茎数は生育期間を通してほぼ同等で、出穂期もほぼ同等であった（表5）。
キ 精玄米重は慣行中苗比が97～112の範囲で、平均が102と同等であった。また、整粒歩合
が同比102（最小97～最大107）、タンパク質含有率が同比100（最小95～最大105）と同等
であった。
ク 密播中苗は慣行中苗に比べ種苗費（種子代）などが増える反面、苗箱数の削減に伴い諸
材料費（ハウス資材や培土など）や、農機具費（育苗箱の減価償却費）が削減できるため、
育苗に関する物財費が慣行中苗よりも1732円／10ａ安く（慣行中苗比82）なると試算され
た（図表略）。
ケ 以上、密播中苗は慣行中苗に比べて苗形質がやや劣るものの、出穂期の遅れがなく、同
等の収量や品質が期待でき、育苗箱数を30％以上削減できた。慣行中苗との比較を表6に
まとめた。

表5 密播中苗の水稲の生育と収量・品質の比較
（「ななつぼし」、慣行中苗は30日苗、密播中苗は追肥窒素量4ｇ／箱35日苗を抜粋）
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表6 密播中苗と慣行中苗の比較

⑸ 成果の活用策：
ア 中苗マット苗移植栽培の苗箱数削減を図る際の参考にする。
イ 苗の徒長抑制のため植物成長調整剤の使用を基本とし、更に育苗管理は徒長に留意する。

3 参 考 事 例

⑴ 密播中苗の現地実証事例の紹介
令和元年度に渡島・桧山農業改良普及センターが「ふっくりんこ」（6カ所）と「ななつ
ぼし」（2カ所）で行った現地実証ほの調査結果および注意点を紹介する。

ア 慣行中苗に近い苗質
は種量は催芽 で密播中苗が平均420
㎖、慣行中苗が平均220㎖となり、育苗
日数は、密播中苗が平均31日、慣行中苗
が平均30日とほぼ同日となった。
育苗後半の高温で全般に徒長傾向の中、
密播中苗の草丈は、植物成長調整剤の使
用により、平均は同等であった。密播中
苗の葉数は、慣行中苗に比べやや少ない
が、平均3．1葉を確保した（図3、4）。
1事例で移植当日に密播中苗でムレ苗 図3 密播中苗と慣行中苗の草丈の比較
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が確認されたが、慣行中苗は未発生であったことから、高密度播種では育苗後半にムレ苗
の発生リスクが高いと推察される。

イ 初期茎数および穂数は同等に確保
慣行中苗を100として対比すると、移
植後約1ヶ月の初期茎数・穂数は、バラ
ツキがあるものの平均では同等であった
（図5）。苗の徒長により深植えになっ
たほ場で、初期茎数が低減している事例
が見られた。

ウ 熟期もほぼ同等
慣行中苗と比べて、出穂期は同日～3
日遅い、成熟期は同日～4日遅いと、バ
ラツキがあるものの平均するとほぼ同日
であった（表7）。

エ 収量・品質も同等以上
精玄米重は、慣行中苗と同等以上の事
例が多く、平均では密播中苗524㎏／10
ａ、慣行中苗503㎏／10ａであった。
精米タンパク含有率は、密播中苗の方
が低い事例が多く、平均では密播中苗
7．3％、慣行中苗7．9％であった（図6）。

オ 調査結果まとめ
渡島・桧山での現地実証ほでの調査結
果では、平均を比較すると密播中苗は慣
行中苗と同等の生育・収量・品質が確保
された。
今後、生育や熟期、収量・品質の年次

図4 密播中苗と慣行中苗の葉数の比較
※令和元年、渡島・桧山農業改良普及センター調査

図5 密播中苗と慣行中苗の初期茎数・穂
数の対比（慣行中苗を100％）

※令和元年、渡島・桧山農業改良普及センター調査

表7 密播中苗と慣行中苗の出穂期・成熟期の
比較

図6 密播中苗と慣行中苗の精玄米重と白
米タンパク含有率の比較

※令和元年、渡島・桧山農業改良普及センター調査※令和元年：渡島・桧山農業改良普及センター調査
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間差等の確認が必要であるが、省力的な栽培技術として期待される。
また、既存のは種機、田植機（一部爪交換）が利用でき、農業者から慣行と同様な収
量・品質が得られ、取り組みやすいとの声が挙げられた。

カ 実証調査から見た注意点
は種量が慣行の2倍に増やしながらも、慣行の中苗に近い苗を育てることが肝要であり、
下記の点に注意が必要である。
① 徒長させない育苗管理
・必ず催芽前に、植物成長調整剤（ウニコナゾールＰ液剤「商品名：スミセブンＰ液
剤」）を使用方法の通り処理する。
・育苗日数は30日を目安に育苗計画を立て、過かん水と高温管理にならないよう注意す
る。

② ムレ苗を発生させない育苗管理
・適正なｐＨ4．5～5．0であり、無病な培土を用いる。ムレ苗対象の殺菌剤を処理する。
・覆土には、出芽時の持ち上がりを防ぐためにも、粒状の人工覆土を用いる。
③ 窒素（含有率を基準）不足にさせない育苗管理
・1．0～1．5葉期、2．0葉期を過ぎた頃（窒素2ｇ／箱当たり）。に窒素追肥を行う

～初めて取り組む場合は、事前に、お近くの農業改良普及センターへご相談ください～

⑵ 高密度播種栽培について
最近、10ａ当たりの育苗箱を減らす省力化技術である「密苗®」や「密播」といった高密
度播種移植栽培（箱マット育苗において一般的な稚苗や中苗に比べ、箱当たりのは種量を乾
250～300ｇと高密度に播き育苗し、1株当たりの苗本数を中苗・稚苗と同じ3～4本でか
き取り移植する方法）が道内各地で試験的に取り組まれ、導入する農業経営体も増えつつあ
る。それぞれの栽培について表8にまとめた。
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表8 高密度播種移植栽培を含めた育苗基準等（育苗目安）の一覧

※北海道農業生産技術体系（第5版）より抜粋
※密苗®はヤンマーアグリジャパン北海道支社より聞き取り
※密播は㈱北海道クボタより聞き取り（10ａ箱数は㎡当たり25株で、かき取り本数が3～5本および5～6本で
算出している）
※乾 、催芽 は換算した数値を記載している。密苗・密播の催芽 は重量（ｇ）なので注意する。
※移植早限は移植後5日間の平均気温で示す
※表中の「＿1」は設定がないまたは未検討
※表中の「 2」、葉数は「2．6葉以上を確保すること、3．1～3．5葉が望ましい」、乾物重は「1．6ｇ以上を確保す
ること、2．0ｇ以上が望ましい」
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